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日本は，予てより多くの地震災害が発生する風土である．大きな被害をもたらす巨大地

震は100年から 150年の周期で発生すると考えられており，近年，地震災害に対する危機

感が高まっている．地震災害に備えた対策は地震発生以前から前もって実施する事前対策

と，災害発生後に応急対応を行うことで人命救助や復l日・復興に取り組む事後対応とに大

別される．本研究では地娯災害に対する被害低減を目的に，事前対策，事後対応それぞれ

のアプローチから地猿対策に資する研究課題に取り組む．

本諭文は2編から構成される．第 1編では，応急対応時の被害情報に着目し，発災直後

に錯綜する被杏惜報をベイズ推定手法によって予測する．第 1編第 1章では，発災直後の

被害情報の不足と被害情報予測の必要性について述べ，他の発災後の被害予測手法と比較

した本研究手法の位置づけについて述べる．地震の発生場所や規模に応じて被害を予測す

る手法はすでに提案されているが，逐次得られる情報を基に被害を予測手法は少ない．第1

編第 2章では，ベイズ推定を用いた被害情報予測モデルの定式化について記述し，既往の

研究成果と課題について述ぺる l)．既往の研究成果では複数の事前分布パターンを用いて被

害情報推定を行っているが，事例によって信頼できる推定値が得られない事例があり，す

べての事例に滴用できる推定手法の構築には至っていない．第 1編第 3章では，死亡者数

の経時変化を表現する死亡者数再現関数に着目し，被害情報推定に用いる場合に適した死

亡者数再現関数について検討する．第 3章では三通りの死亡者数再現関数を用いて比較を

行っており，推定結果には再現関数のパラメータに対する感度が大きく影響するという傾

向を示している．第 1糎第 4章では，ベイズ推定手法における事前分布の決定手法につい

て検討する．事前分布は推定の早期収束に大きく影響する．第 4章では意思決定時点まで

の被害情報の推移を利用し，より早期での推定結果の収束が見込まれる事前分布決定手法

の構築に取り組む．第 1編第5章では，第 1編での研究成果および展望について述べる．

第1編では死亡者数再現関数や事前分布決定手法について検討することで，発災後24時間

を目安におおよその被害規模を予測できることを示している．ただし，広域での甚大な被

害が生じた東北地方太平洋沖地展を対象にした楊合には推定値の収束に膨大な時間を要す

るなどの課題が残されている．

第 2編では，事前の広域被害予測に視点を移し，弾塑性有限要素解析手法を用いて地娯時

被害を正確にシミュレートする手法の構築に取り組む． 第2綱第1章では，現状の事前対

策における被害予測シミュレーションについて述べ，弾塑性有限要素解析による被害予測

シミュレーションの必要性について述べる．第2編第2章では，地震時の動的挙動を表現

する動的有限要素法の定式化および弾塑性構成モデルについて述べる．第2編第 3章では

広域地域の地裳時被害を正確に表現するため，弾塑性動的解析における解析パラメータ決

定手法について検討する．広域地城での解析では各地点で詳細な土質試験を実施すること

は困難であるため，限られた地盤情報から機械的にパラメータを決定する手法を考案する

必要がある．飯塚ら 2)や宮田ら 3)はN値や塑性指数から解析パラメータを決定する手法を
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考案している．既往の解析パラメータ決定手法では，これまでに蓄積された実験結果から

圧縮指数の経験式を導出している．地震時に地盤が受ける戟荷速度は一般的な室内試験と

比較して非常に速く，地盤材料の強度は載荷速度が速い場合には増加するため，室内試験

から算出する経敦式では実際の地震時挙動を正確に表現できないと考えられる第 3章で

は新たな圧縮指数推定式を等入し，実際の地娯時挙動を表現する．新たな圧縮指数推定式

を用いることで，実際の加速度波形の振幅と位相をおおよそ表現することが出来ている．

ただし，卓越周期の極めて短い事例では正確に実際の挙勁を表現することは出来ないとい

う課阻が残されている．

第2縞第4章では，東京23区の広城地域を対象に広域一次元動的解析を実施する．束京

23区の東部には海抜ゼロメートル地帯が広範囲に広がっており，災害が発生した際には甚

大な被害が生じることが危惧されている．束京都の海抜ゼロメートル地帯は地下水の過剰

な汲み上げによって生じた地域であり，本研究では地下水位の変動を水理境界条件として

設定することで実際の地盤沈下を表現することに成功している．広城解析では，東京23区

の約 16000本のボーリング調査データを基に，三次元グリッドモデル梢築プログラム 4)を

用いてN値，土質区分についての地盤モデルを構築している．束京23区を対象に 1000m

間隔で解析対象地点を設定し， 463地点での一次元動的解析を実施している．入力加速度と

して束北地方太平洋沖地震と大正関束地展型L2地震動を用い，一次元モデルの底面に加速

度を作用させることで解析対象地点毎に一次元動的解析を実施する．解析結果として地点

毎の過剰間隙水圧比を図示することで，地点毎の液状化リスクの違いを評価することが出

来ている． 第2編第5章では，第2編での研究成果についてまとめている．

本論文では，事後対応に資することを目的としたベイズ推定による被害情報予測と事前

対策に姿することを目的とした弾塑性力学による被害予測解析の高度化に取り組んでいる．

今後，弾塑性力学による被害予測を発展させ，弾塑性解析によるリアルタイムの被害予測

を実現することで，発災直後の応急対応に利用できるよう研究を進めていきたい．
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地震災害に備えた対策は地震発生以前から前もって実施する事前対策と，災害発生後に応急対応を行うこ

とで人命救助や復旧・復興に取り組む事後対応とに大別される．本研究では地震災害に対する被害低減を

目的に，事前対策，事後対応それぞれのアプローチから地震対策に資する研究課題に取り組んでいる．

本論文は2編から構成される．まず研究の背景と目的を述べた後に，第1編では，応急対応時の被害情報
に着目し，発災直後に錯綜する被害情報をベイズ推定手法によって早期に予測する手法を考案している．

第1編第 1章では，発災直後の不足する被害情報から如何にして被害規模を早期に予測するかの重要性を
論じている．地震の発生場所や規模に応じて被害を予測する手法はすでに提案されているが；逐次得られ

る情報を基に被害規模を早期に予測しようとする手法は少ない．第1編第2章では，ベイズ推定を用いた
被害規模予測モデルについて記述し，既往の研究成果と課題につyヽ・て述ぺている．第1編第3章では，死
亡者数の経時変化を表現する死亡者数再現関数に着目し，適切な究亡者数再現関数について検討してい

る．第1編第4章では，ベイズ推定手法における推定の早期収 について検討している．より早期での推
定結果の収束が見込まれる事前分布決定手法の構築に取り組／いる．第1編第5章では，第1編での研
究成果および課題と展望について述べている．再現関数や事 IJ分布の決定手法を工夫することによって，

発災後 24時間を目安に信頼できる被災規模の推定を行える._とを示している．ただし，広域での複合的
な被害が生じた東北地方太平洋沖地展を対象にした場合には推定値の収束に膨大な時間を要するなど課

題を残している．
第2編では，土水連成の弾塑性有限要素解析手法によって，比較的広域を対象に地震時液状化被害予測シ
ミュレージョンを実施することで，事前対策に資することを目的にしている事前の地震被害予測に視点

を移し，液状化被害を物理現象として正しくシミュレーションする手法の構築を試みている．第2編第1
章では，現状の事前対策における液状化被害予測シミュレーションについて述べ，土水連成の弾塑性有限

要素解析による被害予測シミュレーションの必要性について述べている．第2編第2章では，本研究で用
いる動的有限要素法の定式化および弾塑性構成モデルについて説明している．第2編第8章では広域地域
の地震時被害を正確に表現するため，弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法を検討している．

広域地域での解析では各地点で詳細な土質試験デークを得にくいことから，限られた地盤情報からパラメ

ータを決定する手法を考案する必要がある．ここでは広く得られるN値や塑性指数から解析パラメータを
決定する手法を検討している．第2編第4章では，東京23区の広城地城を対象に多数地点ごとでの一次
元動的解析を実施している．東京23区の約16000本のボーリング開査デークを基に，三次元グリッドモ
デル構築プログラムを用いてN値，土質区分についての地盤モデルを構築している．束京23区の東部に
は海抜ゼロメートル地帯が広範囲に広がっており，災害が発生した際には甚大な被害発生が危惧されてい

る．また，この地帯は過去の地下水の過剰な汲み上げによる地盤沈下とその後の地下水位上昇による履歴

と水理境界を持つことが知られ，本研究では，これらの特徴が液状化発生にどのように影響するかも検討

している．第2編第5章では，第2編での研究成果および課題と展望について述べている．予備検討時に
指摘された解析条件の詳細についても，付録を設けて適切に説明している．

以上より，本研究は，地震災害被害の軽減を目標に，事後対応に資することを目的としたベイズ推定に

よる被害情報予測と，事前対策に資することを目的とした液状化被害予測解析の高度化に取り組んだ内容

であって，災害被害の軽減に向けての技術的体系化を目指す野心的な試みと評価できる．災害時緊急対応

及び地盤防災に関して重要な知見を得たものとして価値ある集積である．提出された論文は工学研究科学
位論文評価基準を洞たすものであり，学位申請者の本田和也は，博士（工学）の学位を得る資格があると

認める．




